
山方町（やまがたまち）

＜行政組織＞

①議会(H14.3.1 現在)

議長 中島 光一 副議長 海老根 嘉彦

任期 H15.8.13 定数 16 名 現議員数 16 名

党派別 無 16

②三役(H14.3.1 現在)

長 三 次 真一郎 任期 H11.5.24～H15.5.23

助役 大 高 通 収入役 細 貝 一 郎

③職員数 （人）

H11 年度 H12 年度 H13 年度
職員数

119 119 119

普通会計 107 一般行政職 81

うち施設関係 22 技能労務職 12

企業職 5職員一人

当たり住民数
70.4

消防職 0

公営事業会計 12 教育職 0

職員構成

(H13.4.1)

合計 119 その他 21

④機構図（H14.4.1 現在）

<町長>―<助役>―

秘 書 課 ― 秘書係、公聴広報係

総 務 課 ― 庶務係、消防・交通係、財政係、管財・検査係

企 画 課 ― 企画調整係、情報統計係

税 務 課 ― 住民税係、固定資産税係、徴収係

経 済 課 ― 農政係、林政係、商工・観光係、地籍調査係

農業振興係

保健福祉課 ― 民生係、保健衛生係

生活環境課 ― 生活環境係、水道係、下水道係

建 設 課 ― 土木施設係、農林土木係、用地係

住 民 課 ― 戸籍・住民係、年金係、医療保険係

<収入役>

出 納 室 ― 支出係、収入係

<議 会>

議会事務局 ― 庶務係、議事係

<教育長>

学校教育課 ― 庶務係、学校教育係

小学校、中学校、給食センター

生涯学習課 ― 庶務係、指導係、体育係、

文化振興係、公民館

<行政委員会>

選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 22 年 9 月 町制施行

昭和 30 年 2月 11 日 編入 諸富野村の一部

昭和30年3月31日 編入 世喜村の一部、下小川村の一部

昭和 30 年 7 月 1 日 編入 塩田村の一部

②地勢・風土等

県都水戸市の北西約 30ｋｍに位置し、町の中央を北から

南に久慈川が流れ、これに沿ってＪＲ水郡線、国道 118 号が

縦貫している。

本町の久慈川流域一帯が奥久慈県立自然公園に指定さ

れており、四季に変化する渓谷美が行楽客に好評を得てい

おり、2000 年 4 月にオープンした『やまがたすこやからんど

｢三太の湯」』も好評である。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H14.3.1）

男 4,321 4,171 3,919 3,834

女 4,459 4,365 4,129 4,068
人

口

(人) 合計 8,780 8,536 8,048 7,902

世帯数 2,543 2,610 2,619 2,615

④有権者数（H13.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 3,359 3,481 6,840 29.7％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 10 年度）

市町村内総生産 236 億円 就業者 1人当たり 6,311 千円

住民所得 194 億円 人口 1 人当たり 2,346 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H10 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 810 3.4％ 743 18.04％

第 2 次 11,059 46.8％ 1,446 35.11％

第 3 次 12,344 52.2％ 1,927 46.78％

総額・総数 23,640 ― 4,119 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
1,036 938 159（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H11.1.1～H11.12.31)

製造業

(H11.12.31)
28 688 14,267

商店数 従業者数
年間販売額

(H10.4.1～H11.3.31)卸・小売業

(H11.7.1)
144 428 5,834

④特産物

西ノ内和紙、納豆、地酒、そば、うどん、こんにゃく、

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>319-3192 那珂郡山方町大字山方 660

<Tel> 0295-57-2121 <Fax> 0295-57-3992

<HP> http://www.net-ibaraki.ne.jp/yamagata/

<e-mail> yamagata@po.net-ibaraki.ne.jp

ロ ゴ マ ー ク

類型 Ⅲ-2 ｺｰﾄﾞ番号 083453 面積 84.06k ㎡

過疎、辺地、

特定農山村、

消防救急、火葬場、

ごみ処理、し尿処理、

簡易水道、

農業集落排水、



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 Ｈ11 決算 H12 決算 増減率

歳 入 4,812,173 4,218,410 -12.3

歳 出 4,473,584 3,898,295 -12.9

形式収支 338,589 320,115 ―

実質収支 285,264 300,915 ―

単年度収支 -37,282 15,651 ―

実質単年度収支 -19,995 148,696 ―

積立金現在高 1,076,848 1,297,416 20.5

地方債現在高 3,734,786 3,598,363 -3.7

②財源及び支出の状況（構成比） （％）

区分 Ｈ11 決算 H12 決算

一般財源 71.9 82.5

自主財源 26.0 30.3

義務的経費 39.8 39.7

投資的経費 27.4 17.2
③主な歳入・歳出 （百万円・％）

区分
H12

決算
増減率

H13

見込み
増減率

H14

当初予算
増減率

歳 入 4,218 -12.3 4,056 -3.8 3,810 -6.1

うち地方税 673 0.9 654 -2.8 643 -1.7

うち地方交付税 2,128 0.2 1,858 -12.7 1,780 -4.2

うち国県支出金 323 -54.1 295 -8.7 244 -17.3

うち地方債 212 -55.5 299 41.0 300 0.3

歳 出 3.898 -12.9 4,056 4.1 3,810 -6.1

人件費 929 -1.4 1,047 12.7 1,081 3.2

扶助費 160 -57.7 168 5.0 176 4.8

公債費 458 0.5 489 6.8 497 1.6

う

ち

義

務

的

経

費 計 1,547 -13.1 1,704 10.1 1,754 2.9

うち物件費 558 9.3 610 9.3 692 13.4

補

助
67 -48.0 90 34.3 14 -84.4うち

普通建設

事業費 単

独
448 -53.5 602 34.4 552 -8.3

④主要指標（平成 12 年度）

区分 指数等

標準財政規模 2,844 百万円

歳出決算倍率 1.4 倍

経常収支比率 78.5 ％

財政力指数（3 ヶ年平均） 0.275

実質収支比率 10.6 ％

公債費比率 8.5 ％

公債費負担比率 12.8 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 6.7 ％

地方債現在高倍率 1.3 倍

税の徴収率 97.8 ％

財調・減債 714 百万円
積立金現在高

特定目的 582 百万円

ラスパイレス指数(H13.4.1) 99.3

⑤市町村税の状況（平成12年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率
収入額

前年比

277,400 272,108市町村民税

（構成比） （40.3） （40.4）
98.1 3.4

336,204 326,332固定資産税

（構成比） （48.8） （48.5）
97.1 -4.9

74,786 74,579その他の税

（構成比） （10.9） （11.1）
99.7 22.1

合計 688,390 673,019 97.8 0.9

＜公共施設整備状況＞（平成 12 年度）

小学校 8 校 老人福祉施設 1 ヶ所

中学校 1 校 病院・診療所 8 ヶ所

幼稚園 0 園 道路改良率 20.2％

保育所 2 ヶ所 道路舗装率 30.9％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 45.2％

公営住宅 154 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 8.3 ㎡ 上水道等普及率 98.6％

公民館等 13 ヶ所 排水等処理率 16.7％

体育館 0 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
100.6％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

町道高井釣線改

良
14

町道改良

Ｌ=280ｍ、W=4.0ｍ
49

町道中学校線改

良
14

町道改良

Ｌ=180ｍ、W=7.0ｍ
48

小型動力ポンプ

付積載車
14

B2 級 4 台 19

②今後の主要課題・特色ある行政等

<主要課題>

・ 行財政改革の推進

・ 高度情報化施策の推進

・ 新住宅団地造成の推進

・ 少子化対策等福祉の充実

・ 公営墓地の整備

<特色ある行政>

・ 女性フォーラムの開催、子供議会、行政懇談会等開かれた行政の

推進

・ ゴミのない快適な生活環境づくりのため環境監視ボランティア等の

体制強化

・ 新エネルギービジョンに基づき省資源・省エネルギーを町ぐるみで

実践


